
2022/05/27 11:33:05 / 21827009_三菱食品株式会社_招集通知：Web開示

表紙

① 連結計算書類の連結注記表
② 計算書類の個別注記表

法令及び当社定款第16条の規定に基づき、当社ホームページ
（https://www.mitsubishi-shokuhin.com/）に掲載することによ
り、株主の皆さまに提供しているものであります。なお、本記載事
項は、監査役及び会計監査人が監査報告を作成する際に行った監査
の対象に含まれております。

法 令 及 び 定 款 に 基 づ く
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

2021年度（2021年４月１日～2022年３月31日）

三菱食品株式会社
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連結注記表

連　結　注　記　表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴ 連結の範囲に関する事項
　連結子会社の数 12社

主要な会社名：㈱ファインライフ、㈱リョーショクペットケア、㈱エム・シー・フーズ、㈱クロコ
当連結会計年度において、㈱MS西日本菓子は当社との合併により連結の範囲から除外しておりま
す。

⑵ 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社の数 2社

会社名：捷盟行銷股份有限公司、RETAIL SUPPORT(THAILAND)CO.,LTD.
② 持分法を適用していない関連会社の名称

会社名：㈱ジャパン・インフォレックス、㈱アスク
持分法非適用関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から
みて持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が
ないため、持分法の適用範囲から除外しております。

⑶ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券
その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
ロ. デリバティブ

時価法によっております。
なお、ヘッジ会計の要件を満たす為替予約取引については「⑤重要なヘッジ会計の方法」のとおり
ヘッジ会計を適用しております。

ハ. 棚卸資産
主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法）を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

建物及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物 定額法
その他の有形固定資産 定率法

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５～10年）に基づく定額
法を採用しております。

ハ. リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出にあてるため、賞与支給見込額を計上しております。

ハ. 役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出にあてるため、賞与支給見込額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
当社グループは、主として、加工食品、低温食品、酒類及び菓子の販売を行っております。これらの
商品販売については、顧客が当該商品に対する支配を獲得したと認められる時点で履行義務が充足さ
れると判断しており、具体的には、顧客に引き渡された時点で収益を認識しております。また、収益
は顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート、返品及び事務費の一部等を控除し
た金額で認識しております。なお、履行義務の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に
受領しており、重大な金融要素を含んでおりません。
履行義務の識別に際し、当社グループが当事者として取引を行っているか、代理人として取引を行っ
ているかの判定にあたっては、顧客に対する商品又はサービスの提供についての主たる責任の有無、
在庫リスクの負担の有無、販売価格設定における裁量権の有無等を考慮しております。当社グループ
が代理人として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総額から仕入先に支払う額を控
除した純額で収益を認識しております。なお、この代理人としての取引は全セグメントに含まれてお
ります。

⑤ 重要なヘッジ会計の方法
イ. ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。

ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　　　　為替予約
ヘッジ対象　　　　外貨建仕入債務及び外貨建予定仕入取引

ハ. ヘッジ方針
為替予約取引に関する規程に基づき通常の仕入取引の範囲内で、将来の為替レートの変動リスクを
回避する目的で為替予約取引を行っております。

ニ. ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が一致し、継続して為替変動の相関関係が確保されていると
見込まれるため有効性の判定は省略しております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ. 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づ
き、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあ
たり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
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によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）によ
る定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部にお
けるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

⑷ のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間（計上後20年以内）で均等償却して
おります。
なお、重要性のないものについては、発生時に全額償却しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これ
による主な変更点は以下の通りです。

１．代理人取引に係る収益認識
一部の取引について、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していましたが、顧客への
財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取
る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識することとしております。

２．顧客に支払われる対価
従来は、販売費及び一般管理費に計上しておりました事務費等の一部を、取引価格から減額しておりま
す。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連
結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
　この結果、当連結会計年度の売上高は6,210億23百万円減少し、売上原価は5,855億88百万円減少し、
販売費及び一般管理費は354億34百万円減少しておりますが、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期
純利益、期首の利益剰余金に与える影響はありません。

－ 3 －



2022/05/27 11:33:05 / 21827009_三菱食品株式会社_招集通知：Web開示

連結注記表

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 78,135百万円

RETAIL SUPPORT(THAILAND)CO.,LTD. 305百万円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普 通 株 式 （ 株 ） 58,125,490 － 14,588,290 43,537,200

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普 通 株 式 （ 株 ） 988,361 13,600,276 14,588,290 347

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年６月28日
定時株主総会 普通株式 1,428 25 2021年３月31日 2021年６月29日

2021年11月１日
取締役会 普通株式 1,523 35 2021年９月30日 2021年12月３日

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計
基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定
会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる連結計
算書類に与える影響はありません。
　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注
記を行うことといたしました。

３. 連結貸借対照表に関する注記

⑵ 偶発債務
下記の金融機関からの借入に対し、保証を行っております。

４. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の総数に関する事項

(変動理由の概要)
減少は、取締役会決議に基づく自己株式の消却（14,588,290株）によるものであります。

⑵ 自己株式の数に関する事項

(変動理由の概要)
増加は、取締役会決議に基づく自己株式の取得（13,600,000株）、単元未満株式の買取請求による取得
（276株）であります。
減少は、取締役会決議に基づく自己株式の消却（14,588,290株）によるものであります。

⑶ 配当に関する事項
① 配当金支払額
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イ. 配当金の総額 1,959百万円
ロ. １株当たり配当額 45円
ハ. 基準日 2022年３月31日
ニ. 効力発生日 2022年６月28日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
2022年６月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案
しております。

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

５. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。なお、短期貸付金
は、主として三菱商事㈱子会社との貸付運用によるものであり、預金と同様の性質を有するものであ
ります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお
ります。
短期貸付金については、前述のとおりであります。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨
建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約を利用してヘッジし
ております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスクの管理

営業債権については、当社は信用リスク管理規程に従い、リスク低減を図っております。連結子会
社についても、当社の信用リスク管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

ロ. 市場リスクの管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握するととも
に、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
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連結貸借対照表
計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

投資有価証券

その他有価証券 24,261 24,261 －

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券

株式 24,261 － － 24,261

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額4,630百万円）は、「その他有価証券」
には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、短期貸付金、未
収入金、支払手形及び買掛金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省
略しております。

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの
レベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。

（時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。
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⑴ １株当たり純資産額 3,908円32銭
⑵ １株当たり当期純利益 292円31銭

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）

連結損益
計算書
計上額

加工食品
事業

低温食品
事業

酒類事業 菓子事業 計

売上高
顧客との契約から生じる収
益

670,106 542,182 471,109 269,608 1,953,006 2,595 1,955,601

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上高 670,106 542,182 471,109 269,608 1,953,006 2,595 1,955,601

６. １株当たり情報に関する注記

７. 収益認識に関する注記
(1)　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流事業等を含んでおり
ます。

(2)　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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８. 重要な後発事象に関する注記
　当社は、2022年２月22日開催の取締役会において、株式会社ケー・シー・エスの全株式を取得し、子
会社化することについて決議し、2022年４月１日に株式を取得しております。

(1)株式取得の目的
株式会社ケー・シー・エスが有する物流知見・ネットワークを活かした得意先様への更なる物流サー
ビス品質の向上と、当社とのシナジー効果の発揮を目的としております。

(2)株式取得の相手会社の名称
株式会社 明治

(3)被取得企業の名称、事業の内容、規模
①被取得企業の名称　株式会社ケー・シー・エス
②事業の内容　食品卸売、物流業
③資本金の額　80百万円

(4)株式取得の時期
2022年４月１日

(5)取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率
①取得する株式の数　9,600株
②取得価額　1,950百万円
③取得後の持分比率　100％

(6)支払資金の調達方法及び支払方法
自己資金により充当
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個　別　注　記　表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法
② その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
⑵ デリバティブ
　　時価法によっております。

なお、ヘッジ会計の要件を満たす為替予約取引については「⑺重要なヘッジ会計の方法」のとおりヘッ
ジ会計を適用しております。

⑶ 棚卸資産
　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用

しております。
⑷ 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）
建物及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物 定額法
その他の有形固定資産 定率法

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、のれんについては20年以内の期間で均等償却することとしており、自社利用のソフトウエアに
ついては、社内における利用可能期間（５～10年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方式に準じて処理を行っております。

④ 長期前払費用
均等償却によっております。
なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

⑸ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出にあてるため、賞与支給見込額を計上しております。

③ 役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出にあてるため、賞与支給見込額を計上しております。
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④ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき
計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(主に10年）による定額
法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(主に10
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生年度の翌事業年度から費用処理しております。

⑤ 債務保証損失引当金
関係会社への債務保証に係る損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を
計上しております。

⑹ 収益及び費用の計上基準
当社は、主として、加工食品、低温食品、酒類及び菓子の販売を行っております。これらの商品販売につ
いては、顧客が当該商品に対する支配を獲得したと認められる時点で履行義務が充足されると判断してお
り、具体的には、顧客に引き渡された時点で収益を認識しております。また、収益は顧客との契約におい
て約束された対価から、値引き、リベート、返品及び事務費の一部等を控除した金額で認識しておりま
す。なお、履行義務の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要
素を含んでおりません。
履行義務の識別に際し、当社が当事者として取引を行っているか、代理人として取引を行っているかの判
定にあたっては、顧客に対する商品又はサービスの提供についての主たる責任の有無、在庫リスクの負担
の有無、販売価格設定における裁量権の有無等を考慮しております。当社が代理人として取引を行ってい
る場合には、顧客から受け取る対価の総額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しておりま
す。なお、この代理人としての取引は全セグメントに含まれております。

⑺ 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　　　　為替予約
ヘッジ対象　　　　外貨建仕入債務及び外貨建予定仕入取引

③ ヘッジ方針
当社において、為替予約取引に関する規程に基づき通常の仕入取引の範囲内で、将来の為替レートの
変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が一致し、継続して為替変動の相関関係が確保されていると見
込まれるため有効性の判定は省略しております。
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短期金銭債権 12,813百万円
長期金銭債権 1,015百万円

短期金銭債務 44,842百万円
⑶ 有形固定資産の減価償却累計額 73,956百万円

２. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これによ
る主な変更点は以下の通りです。

１．代理人取引に係る収益認識
一部の取引について、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していましたが、顧客への
財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から
仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識することとしております。

２．顧客に支払われる対価
従来は、販売費及び一般管理費に計上しておりました事務費等の一部を、取引価格から減額しておりま
す。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年
度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
　この結果、当事業年度の売上高は5,719億84百万円減少し、売上原価は5,366億64百万円減少し、販売
費及び一般管理費は353億20百万円減少しておりますが、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益、期
首の利益剰余金に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基
準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる計算書類に与
える影響はありません。

３. 貸借対照表に関する注記
⑴ 関係会社に対する金銭債権

　⑵ 関係会社に対する金銭債務
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RETAIL SUPPORT(THAILAND)CO.,LTD. 305百万円
MS FOODS USA INC. 52百万円

計 357百万円

㈱リョーショクペットケア 227百万円
㈱クロコ 11百万円

計 239百万円

キャリテック㈱ 222百万円

営業取引による取引高
売上高 14,153百万円
仕入高
販売費及び一般管理費

225,843百万円
6,452百万円

営業取引以外の取引高 1,572百万円

普通株式 347株

⑷ 偶発債務
① 下記の金融機関等からの借入に対し、保証を行っております。

② 下記の仕入債務に対し、保証を行っております。

③ 下記の未経過リース料に対し、保証を行っております。

４. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
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未払事業税 280百万円
賞与引当金 931百万円
貸倒引当金 228百万円
退職給付引当金 3,335百万円
関係会社株式評価損 460百万円
減損損失 1,754百万円
資産除去債務 2,471百万円
その他 791百万円
繰延税金資産　小計 10,254百万円
評価性引当額 △1,929百万円
繰延税金資産　合計 8,324百万円

固定資産圧縮記帳積立金 814百万円
その他有価証券評価差額金 3,372百万円
土地評価益 232百万円
前払年金費用 675百万円
資産除去債務 1,576百万円
その他 116百万円
繰延税金負債　合計 6,788百万円
繰延税金資産の純額 1,536百万円

６. 税効果会計に関する注記
⑴ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

⑵ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下で
あるため記載を省略しております。

７. リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、物流設備等の一部については、所有権移転外ファイナ
ンス・リース契約により使用しております。
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属性 会社等の
名称

資本金又は
出資金

(百万円)
事業の内容

議決権等の
被所有割合

(％)
関連当事者との関係 取引の

内容
取引金額
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)

親会社 三菱商事㈱ 204,446 総合商社
直接

50.1
間接

0.0

当社の仕入先
役員の兼任等

商品の仕入
(注1) 216,684 買掛金 40,696

自己株式の
取得

（注2）
35,250 － －

属性 会社等の
名称

資本金又は
出資金

(百万円)
事業の内容

議決権等の
所有割合

(％)
関連当事者との関係 取引の

内容
取引金額
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)

子会社 ㈱エム・シ
ー・フーズ 301 輸入食品・食品

原料の卸売業
直接
100.0 資金の貸付先等

資金の貸付
(注) 262

短期貸付金 7,863
受取利息

(注) 32

８. 関連当事者との取引に関する注記
⑴ 親会社

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注１) 商品の仕入について、価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に折衝の上決定しており

ます。
(注２) 当社は、2021年5月27日の取締役会決議に基づき、2021年5月28日から2021年6月24日に

かけて公開買付けを実施しました。なお、基準の明確性及び客観性を重視する観点から、本
公開買付けの実施を決定する取締役会決議日の前営業日（2021年5月26日）の東京証券取引
所市場第一部における当社普通株式の終値に対して10％の割引率を適用した普通株式１株に
つき2,592円で取引を行っております。

⑵ 子会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 資金の貸付については、市場金利を勘案して利息を合理的に決定しており、取引金額について

は資金の貸付残高の純増減額を記載しております。

－ 14 －



2022/05/27 11:33:05 / 21827009_三菱食品株式会社_招集通知：Web開示

個別注記表

属性 会社等の
名称

資本金又は
出資金

(百万円)
事業の内容

議決権等の
所有割合

(％)
関連当事者との関係 取引の

内容
取引金額
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)

親会社の
子会社

三菱商事フ
ィナンシャ
ルサービス
㈱

2,680 業務受託会社 － 当社の資金貸付先
資金の貸付

(注１) △31,966
短期貸付金 63,731受取利息

(注１) 17

親会社の
子会社 ㈱ローソン 58,506 コンビニエン

スストア事業 － 当社の販売先 商品の販売等
(注２) 305,521 売掛金

未払金
67,078
10,301

親会社の
子会社 ㈱ＳＣＩ 10 コンビニエン

スストア事業 － 当社の仕入先 商品の仕入
(注２) 295,737 買掛金 30,518

⑴ １株当たり純資産額 3,839円73銭
⑵ １株当たり当期純利益 285円66銭

⑶ 兄弟会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注１) 資金の貸付については、市場金利を勘案して利息を合理的に決定しており、取引金額につい

ては資金の貸付残高の純増減額を記載しております。
(注２) 商品の販売及び仕入等について、価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に折衝の上決

定しております。

９. 収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「７．収益認識に関する注
記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
連結注記表「８．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており
ます。

12. 連結配当規制適用会社に関する注記
当社は、当事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規制適用会社となります。
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